
平成24年度国の施策及び予算に関する提案。要望 【欄要版】

○ 地震津波対策など防災消防体制の充実強化

○ 原子力発電所の安全対策及び原子力防災対策の徹底 した充実強化

○ 地域資源を活用 した新エネルギー導入の拡大

○ 日本の食と観光への信頼の再構築

○ 我が国の生産活動や国民生活を支えるパックアップ拠点の整備

OJし海道新幹線の整備促進

○ 地方の公共事業予算の総額確保と北海道開発の枠組みの堅持

○ 東日本大震災の被災地の復興に必要な木材・木製品の安定供給対策
く北海道が果たし得るパックアップ儘鮨>            く大田光発電実正研コ

住民の一時避難や

定住の受け入れ
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峨 宅などの

資材の備蓄 供給

゛
発電所出力  4000k‖ 銀 備容i:5020k"
敷地面積   約 141`(東京 ドームの410個 分)

パネル構数  約 28500霰

く新幹線の状況>く東日本大震災によるホ道観光への影響 >
-3月 か ら 5月 の対前年観光入込客数の状況～
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■当面する雇用・中小企業対策の推進

○ 安心して働 くことのできる就業環境づくりの推進

○ 地域雇用対策の充実・強化

○ 地域中小企業・商業機能強化への支援

く完全失彙率の推移>
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■本道の成長力強化に向けた取組の推進

OJヒ海道フー ド・コンプレックス国際戦略総合特区の早期指定など

食クラスター活動の展開等に対する支援の強化

○ 「健康科学・医療融合拠点」の形成などに向けた施策の推進

OJヒ海道の優位性を活か した環境配慮型プロジェク トの推進

○ 地域の特性と資源を活か した企業立地促進のための支援措置の拡充

〇 世界に向けた滞在型観光地づくりの推進

○ 国際会議等の北海道開催の推進

○ 炭鉱技術の海外移転を目指 した新たな取組の実施

○ 高規格幹線道路網などの整備促進

○ 新千歳空港等の機能強化

く食クラスター活動(6次産業化のイメージ)～ 食の18合産彙の確立～ >

■強い農林水産業づ くり

O TPPな ど国際貿易交渉における適切な国際規律の確立

○ 食料供給力の確保に資する力強い農山漁村づくりの推進

○ 北海道の一次産業の持続的な発展に資する所得補償制度の充実
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く国産供給熱■に占める北海道の寄与率>
壌国産快総籠■とは国産凛料の機量

J″  暉   国民1人 1日 あたり 資料,晨水省(P211

く主な椰道府県の食料自給率 (カ ロリーベース)>
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■医師の確保など地域医療提供体制の充実

○ 誰もが安心できる地域医療提供体制の確保 (医師確保対策)

O誰 もが安心できる地域医療提供体制の確保〈医療提供体制の充実)

○ 食の安全や感染症予防などの安心して生活できる環境づくり

○ 医療保険制度などの長期的に安定した制度づくり

く特定じ凛事の医師薇0■ 4ヒ >
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■高齢社会への対応 と「支え合い」の地域システムづ くり

O地域生活支援体制推進モデルの構築

O高齢者がいきいきと健康に暮らすことのできる地域づくり

O障がい者が自立して暮らすことのできる地域づくり

■子育てや学びの環境づ くり

O子 どもと子育て家庭が安心して暮らせる環境づくり

O公立学校施設の整備促進

O学力向上施策の充実

■交通ネッ トワークなど地域の自立を支える社会基盤の整備促進

○ 公共交通機関の路線確保及び利便性向上のための施策の推進

O航空ネットワークの維持・確保及び利便性向上のための施策の推進

○ デジタル・ディバイドの是正に向けた情報通信基盤の整備促進及び支援の拡充

く医療の地域偏在>

第二次保健医療福社□別

医師薇 (H201231) 【産婦人‖】
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■災害や犯罪のない安全・安心の地域づ くり

○ 放置座礁船や大規模な海上油流出事故への対策の充実強化
○ 災害や犯罪から道民を守るための警察機能の充実強化

■先駆的な地球環境保全活動の推進

○ 著しく増加している野生鳥獣 (エ ゾシカ)対策の拡充
○ 水資源の保全などに向けた取組の促進

くエノンオ僣薫徴と徴吉留の推移>           く―ス当たクの水贅諄
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■本道の特性を活か した地球温暖化防止対策の加速

○ 適切な資源管理に基づく森林・林業の再生

■地域特有のエネルギーの導入や資源の城内循環利用の促進

○ 低炭素社会づくりの推進

地域主権の推進

地方行財政の安定的な運営と地域再生の推進

く北海道開発事業費の推移い■ 当初)> く臓入に占める地方交付税の割合>
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○ ゴヒ方領土の早期返還

アイヌの人たちに対する総合的な施策の推進


